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標準仕様書5.0版案の対応内容
６月WT
後変更

６月WT
検討

見直し
の契機

検討の論点No

介護分野におけるDXの推進への対応として、適合基
準日の見直しと介護情報基盤との連携におけるイン
タフェース仕様書の内容を踏まえ、機能・帳票要件を
見直している。

○
４～11

頁
○

制度
改正

介護分野におけるDXの推進への対応（介護保険部
会での議論等を踏まえた適合基準日の見直しに関
する検討状況、介護情報基盤との連携におけるイ
ンタフェース仕様書の内容等を踏まえた対応 等）

１

介護保険料等における基準額の調整に伴い、受給者
管理の機能・帳票要件、帳票レイアウトの金額を見直
している。

－○
制度
改正

介護保険料等における基準額の調整（令和６年（1
～12月）の老齢基礎年金（満額）の支給額が
809,000円と80万円を超えること）に伴う対応

２

刑法改正に伴う対応等の整備政省令の通知等に合
わせた対応として、介護保険被保険者証等の帳票レ
イアウトを見直している。

○
12～13

頁
○

制度
改正

被保険者証等における記載事項変更（総合事業の
名称変更や、刑法改正に伴う対応等の整備政省令
の通知に合わせた）対応

３

高額合算自動償還への対応として、帳票レイアウトを
見直している。

○
14頁

○
制度
改正

高額合算自動償還への対応 ※令和６年度からの
継続検討事項
（「給付-44_高額医療合算介護(予防)サービス費支
給申請書兼自己負担額証明書交付申請書」への項
目追加に伴う対応）

４

引越し手続オンラインサービスに関する機能の実装
区分の見直し、認定管理の帳票出力機能と帳票レイ
アウトの追加、給付管理の国保連合会との連携機能
を追加している。

○
15～16

頁
○

制度改
正以外

標準化PMOツールや関係省庁、検討会構成員から
のご意見・ご質問等を踏まえた機能の見直しや訂正

５

○ 各検討論点に対する標準仕様書5.0版案で対応した内容は、以下のとおりです。

なお、６月WT検討が「○」である事項の具体的な対応内容は、第１回合同WTの検討概要（令和７年６月27日）を参照してください。

※令和７年までの行政手続オンライン化に向けた対応として、追加される事務手続きについて国がプリセットの対応を行うことにより、

帳票詳細要件及び帳票レイアウト等に影響する可能性があり、その場合は標準仕様書を見直すこととなります。

１．標準仕様書5.0版案の対応概要
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２．全国意見照会①（回答団体数と意見数）

○ 全国意見照会（令和７年７月14日（月）～25日（金））のご意見は、49団体より90件寄せられています。

※ 意見なしの回答であった202団体は含めておりません。

○ 標準仕様書第5.0版案に関係しない回答も多く寄せられています。

意見合計
回答団体

合計
（実数）

照会範囲外
の意見

標準化PMO
ツール等か
らのご意見
等を踏まえ
た機能の見

直し

高額合算自
動償還への

対応

被保険者証
等における
記載事項変

更対応

介護保険料
等における
基準額の調
整に伴う対

応

介護分野に
おけるDXの
推進への対

応自治体分
類

率
意見
数

率
団体
数

意見
数

団体
数

意見
数

団体
数

意見
数

団体
数

意見
数

団体
数

意見
数

団体
数

意見
数

団体
数

16.7%1516.3%８００６３２１００００７５
指定都市
（20）

20.0%1822.4%11７４４３２２００００５５
中核市
（61）※1

1.1%１2.0%１００００００００００１１
特別区
（23）

58.9%5357.1%281710７４９９００２２1817
市町村
（1,430）

3.3%３2.0%１１１００００１１００１１
広域連合
（39）

100%90100%49251517101312１１２２3229合計

※1 中核市の団体数は62であるが、１団体は広域連合を構成しているため集計上は61団体としている。
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２．全国意見照会②（意見集約結果）

○ 90件のご意見のうち、12件に対して5.0版案へ反映しています。

○ 継続検討としている事項は、意見照会の範囲以外の内容で帳票出力の機能追加のご要望（過去の意見照会
等でも同趣旨の意見あり）に関する事項です。

合計照会範囲外
の意見

標準化PMO
ツールや関
係省庁、検
討会構成員
からのご意
見等を踏ま
えた機能の

見直し

高額合算自
動償還への

対応

被保険者証
等における
記載事項変

更対応

介護保険料
等における
基準額の調
整に伴う対

応

介護分野に
おけるDXの
推進への対

応
対応方針

率件数

13.3%12０11０１００
第5.0版案
へ反映

83.3%7522６13０２32

回答記載
（規定済、
代替可等
含む）

3.4%３３０００００継続検討

100%90251713１２32合計
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３．６月WT後の介護分野におけるDXの推進への対応
令和７年度上期全国意見照会

(令和7年7月14日～7月25日)資料02
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３．６月WT後の介護分野におけるDXの推進への対応
令和７年度上期全国意見照会

(令和7年7月14日～7月25日)資料02
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３．６月WT後の介護分野におけるDXの推進への対応
令和７年度上期全国意見照会

(令和7年7月14日～7月25日)資料02
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３．６月WT後の介護分野におけるDXの推進への対応
令和７年度上期全国意見照会

(令和7年7月14日～7月25日)資料02
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３．６月WT後の介護分野におけるDXの推進への対応
令和７年度上期全国意見照会

(令和7年7月14日～7月25日)資料02
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３．６月WT後の介護分野におけるDXの推進への対応
令和７年度上期全国意見照会

(令和7年7月14日～7月25日)資料02
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３．６月WT後の介護分野におけるDXの推進への対応

（２） 介護情報基盤との連携におけるインタフェース仕様書を踏まえた見直し③

介護情報基盤との連携におけるインタフェース仕様書として、「介護情報基盤との連携におけるインタフェース仕

様書（第2.0版）」（令和７年７月16日公開）が策定されており、定められたインタフェース仕様に倣い、標準仕様書へ

の反映が必要となるため、以下のとおり見直しました。

修正箇所対応内容No

機能・帳票要件_1.介護保険共通に、連携機能として1.1 他システム連携に、機能ID 0231465、

0231466を新規追加

また、包括同意情報を管理する機能として1.3 データ管理機能に、機能ID 0231467を新規追加

包括同意情報の連携機能の

追加
４
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３．６月WT後の介護分野におけるDXの推進への対応

（２） 介護情報基盤との連携におけるインタフェース仕様書を踏まえた見直し④

介護情報基盤との連携におけるインタフェース仕様書として、「介護情報基盤との連携におけるインタフェース仕

様書（第2.0版）」（令和７年７月16日公開）が策定されており、定められたインタフェース仕様に倣い、標準仕様書へ

の反映が必要となるため、以下のとおり見直しました。

修正箇所対応内容No

機能・帳票要件_7.認定管理 機能ID 0230800の情報提供用資料をPDF形式で作成する機能に

ついて、介護情報基盤への提供にて条件付き必須となったため、実装区分を実装必須へ変更

し、「要件の考え方・理由」に補足を追記

実装区分の見直し５

※今後、介護情報基盤との連携におけるインタフェース仕様書の更なる改版や関連する情報の見直し等があり、機能要件や

管理項目、帳票レイアウト等に影響が出る場合は、所要の見直しが発生する可能性があります。

実装区分を実装必須へ変更、「要件の考え方・
理由」に当機能要件の扱いについて補足を追記、
適合基準日に「令和９年１月１日」を設定
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４．６月WT後の被保険者証等における記載事項変更対応
令和７年度上期全国意見照会

(令和7年7月14日～7月25日)資料02
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４．６月WT後の被保険者証等における記載事項変更対応

検討論点

①

総

合

事

業

の

名

称

変

更

令和６年８月５日に通知されました「地域支援事業実施要綱」、及び、「介護予防・日常生活支援総合事業のガイドライン」の改正内容から、介護予
防・日常生活支援総合事業における第一号事業の名称が「介護予防・生活支援サービス事業」から、「サービス・活動事業」へ変更されたことに伴う
見直しが必要となる。

第5.0版案の概要

変更される用語を利用している箇所の見直しとして、標準仕様書の本編、及び、帳票レイアウトに記載があるため、以下を見直しました。
【対応箇所】

介護保険システム標準仕様書（本編）Ｐ６
帳票レイアウト（５帳票）

帳票ID 0230009：資格-03_介護保険資格者証
帳票ID 0230010：資格-04_介護保険被保険者証
帳票ID 0230105：受給-37_介護保険負担割合証
帳票ID 0230146：給付-03_居宅（介護予防）サービス計画・介護予防ケアマネジメント依頼の届出に関するお知らせ

検討論点

②
刑
法
改
正
に
伴
う
対
応
等
の
整
備
政
省
令
の
通
知

刑法等の一部を改正する法律（令和４年６月13日成立、令和７年６月１日施行）により、「懲役」と「禁錮」が廃止され、新たな刑として「拘禁刑」を創設
されたことに伴う見直しが必要となる。

第5.0版案の概要

見直された用語を利用している箇所への対応として、帳票レイアウトに記載があるため、以下を見直しました。
【対応箇所】 帳票レイアウト（12帳票）

帳票ID 0230009：資格-03_介護保険資格者証
帳票ID 0230010：資格-04_介護保険被保険者証

帳票ID 0230084：受給-16_介護保険利用者負担額減額・免除認定証
帳票ID 0230085：受給-17_介護保険利用者負担額減額・免除等認定証（特別養護老人ホームの要介護旧措置入所者に関する認定証）

帳票ID 0230086：受給-18_社会福祉法人等利用者負担軽減確認証（社会福祉法人等による利用者負担の軽減制度）
帳票ID 0230087：受給-19_社会福祉法人等利用者負担軽減確認証（特例措置対象者）（社会福祉法人等による利用者負担の軽減制度）

帳票ID 0230088：受給-20_訪問介護利用者負担額減額認定証（障害ホームヘルプサービス利用者等の利用者負担額軽減措置）
帳票ID 0230089：受給-21_介護保険負担限度額認定証

帳票ID 0230090：受給-22_介護保険特定負担限度額認定証（特別養護老人ホームの要介護旧措置入所者に関する認定証）
帳票ID 0230099：受給-31_離島等地域における特別地域加算に係る利用者負担額軽減確認証

帳票ID 0230102：受給-34_中山間地域等の地域における加算に係る利用者負担額軽減確認証

帳票ID 0230105：受給-37_介護保険負担割合証

※修正イメージ※

※修正イメージ※
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５．６月WT後の高額合算自動償還への対応

中略

○ 検討論点４「高額合算自動償還への対応」として、以下のとおり、帳票レイアウトを見直しました。

第5.0版案の概要検討論点

下記帳票に、支給申請の簡素化を確認するチェック欄を追

加しました。

＜対象帳票＞

帳票レイアウト_8.給付管理 帳票ID 0230187

給付-44_高額医療合算介護(予防)サービス費支給申請書

兼自己負担額証明書交付申請書

＜令和６年度下期 継続検討事項：高額合算自動償還への対応＞

帳票「高額医療合算介護(予防)サービス費支給申請書兼自己負担額

証明書交付申請書」に「意思確認」の欄が追加される見込みとされてい

るため、提示された参考様式を確認し、必要に応じて「給付-44_高額医

療合算介護(予防)サービス費支給申請書兼自己負担額証明書交付申

請書」の帳票詳細要件および帳票レイアウトを見直す。

また、帳票項目や国保連合会とのインタフェース仕様の変更内容によ

り、必要に応じて、機能要件の管理項目の見直しを行い、見直し内容

によってデータ要件（基本データリスト）や連携要件（機能別連携仕様）

の見直しを調整する。

支給申請の簡素化に関するチェック欄を追加

第5.0版案の対応としては、医療保険側で作成された帳票を参考に「高額医療合算介護(予防)サービス費支給申請書兼自己負担額証
明書交付申請書」のレイアウトを見直しました。
支給申請の簡素化に関する参考様式や事務内容、国保連合会との連携に関するインタフェース仕様等に関する詳細は検討中のため、
今後、事務連絡等にて提示される予定となっています。提示された内容を確認した上で、標準仕様書の更なる見直しが必要な場合は
次回改定等で見直しを行います。
なお、インタフェース仕様の変更による介護保険システムへの影響は帳票レイアウト以外にも発生する見込みです。

＜修正箇所＞ 帳票ID 0230187「44.高額医療合算介護(予防)サービス費支給申請書兼自己負担額証明書交付申請書」
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６．６月WT後の標準化PMOツールのご意見等を踏まえた機能の見直し①

第5.0版案の概要ご意見・ご質問の内容No

ご意見を踏まえ、一覧形式での帳票を出力できる機能を以下のとおり追

加しました。

【対応箇所】

機能・帳票要件_7.認定管理 機能ID 0231459、0231460

帳票詳細要件_7.認定管理 帳票ID 0230221～0230224

帳票レイアウト_7.認定管理

帳票ID 0230221 24.介護保険 要介護認定訪問調査依頼について

帳票ID 0230222 25.介護保険 要介護認定訪問調査依頼書（一覧）

帳票ID 0230223 26.介護保険 主治医意見書提出依頼について

帳票ID 0230224 27.介護保険 主治医意見書提出依頼書（一覧）

○帳票ID：0230124 一の調査員に、複数の被保険者分を一
括して依頼可能な帳票も作成してほしい（理由：被保険者ごと
の依頼書の発行は、事務が煩雑で紙も多く使用するため）

○機能ＩＤ0230685の「介護保険 要介護認定訪問調査依頼
書」■帳票詳細要件シート：認定-04■と、機能ＩＤ0230700の
「介護保険 主治医意見書提出依頼書」■帳票詳細要件シー
ト：認定-06■の２件は、帳票が対象者一人一枚の標準仕様
になっています。本市では、対象者を依頼先ごとに一覧にした
帳票を使用し、印刷枚数を削減することで事務効率を図って
います。一人一枚仕様は、印刷枚数の増加に伴い、郵送経費
の増加や事務が煩雑となるだけでなく誤封入のリスクを負うた
め、帳票の仕様に一覧形式も追加し、選択できるようにしてい
ただくよう要望します。

○帳票ID：0230126 一の医療機関に、複数の被保険者分を
一括して依頼可能な帳票も作成してほしい（理由：帳票ID：
0230124と同様）

１

＜修正箇所＞機能・帳票要件_7.認定管理 機能ID 0231459、0231460

追加した帳票詳細要件と帳票レイアウトについて、別添の介護保険システム標準仕様書【第5.0版】（案）をご確認ください。

４つの帳票を出力する機
能を追加しました。
なお、全国意見照会のご
意見を踏まえ、それぞれ
の機能要件に※2を追記
しました。
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６．６月WT後の標準化PMOツールのご意見等を踏まえた機能の見直し②

第5.0版案の概要ご意見・ご質問の内容No

ご意見を踏まえ、一覧形式での帳票を出力でき

る機能を以下のとおり追加しました。

【対応箇所】

機能・帳票要件_7.認定管理 機能ID 0231462

帳票詳細要件_7.認定管理 帳票ID 0230225

帳票レイアウト_7.認定管理 28.介護保険要介

護認定結果の情報提供のお知らせ

【レコード番号】7551

【課題名】主治医への介護認定情報提供について

【課題内容】

本市では毎月末に医療機関、主治医毎に情報提供対象者を１枚の帳票に集約して通

知しております。

しかし、「標準仕様書【第3.0版】帳票レイアウトP172」に示されている帳票では、対象者

一人につき１枚の認定情報を出力するレイアウトとなっております。ベンダから「示され

ているレイアウトで帳票出力する必要があるため、現行どおりの取り扱いはできなくな

る」と説明を受けました。

この場合、対象者分の情報提供を出力しなければならなくなるため、作成する帳票の枚

数が現在の３倍ほどになることが見込まれ、紙使用量、印刷経費、郵送料、業務量の増

大等が懸念されています。

このことから、以下の２点についてお伺いします。

①医療機関、主治医毎の情報提供対象者を１枚に集約した帳票がレイアウトとして追加

される予定はないでしょうか。

②帳票が追加されない場合でも、現行の取り扱いと同様に集約して情報提供を行うこと

は不可能でしょうか。

２

＜修正箇所＞機能・帳票要件_7.認定管理 機能ID 0231462

追加した帳票詳細要件と帳票レイアウトについて、別添の介護保険システム標準仕様書【第5.0版】（案）をご確認ください。

帳票を出力する機能を追
加しました。
なお、全国意見照会のご
意見を踏まえ、※書きを
追記しました。
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○ 継続検討事項は、現時点で以下のとおりです。

令和７年度上期の検討論点における継続検討事項No

「令和７年度税制改正大綱（令和６年12月27日 閣議決定）における地方税における給与所得控除の見直し（55万円の最低保障
額を65万円に引き上げ）等により、管理項目を追加する等の見直しが出る場合は所要の見直しを行う」ことについて、担当課にて
検討を進めているところです。合わせて、税務システム標準仕様書の令和７年度税制改正に伴う改定内容を踏まえた機能別連
携仕様（個人住民税システム）に規定する連携項目の追加の必要性も確認しています。これらを踏まえて、介護保険システム標
準仕様書の見直しが必要となる場合は令和７年度下期に検討する予定です。

１

高額合算自動償還への対応について、支給申請の簡素化に関する参考様式や事務内容、国保連合会との連携に関するインタ
フェース仕様等に関する詳細は検討中のため、今後、事務連絡等にて提示される予定となっています。提示された内容を確認し
た上で、介護保険システム標準仕様書の更なる見直しが必要な場合は次回改定等で見直しを行います。

２

全国意見照会にて上がった要望で、主治医意見書作成料請求書の一覧対応として、帳票出力機能を新規追加することを機能の
必要性や帳票レイアウトの統一化の観点等を整理し、令和７年度下期に検討する予定です。

３

７．継続検討事項
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（参考）令和７年度税制改正大綱に伴う対応について

○ 「令和７年度税制改正大綱に伴う対応」として、令和６年12月27日に閣議決定した「給与所得控除の見直し（55万

円の最低保障額を65万円に引き上げ）」等により、所得要件等の見直しを検討されており、今後の制度所管担当課

における検討結果を踏まえて、標準仕様書に影響がある場合は所要の改定を行う予定です。

【出典】財務省「令和７年度税制改正」（令和７年３月発行）より

https://www.mof.go.jp/tax_policy/publication/brochure/zeisei25.html

現在検討中のため、見直しが決まりましたら、
改定が必要な場合は、対応内容と標準仕様書の改定案を
展開いたします。


